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地球温暖化の
メカニズムと現状
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➢ 太陽光で暖められた地面が放出する熱(赤外線)を
｢温室効果ガス（水蒸気、二酸化炭素、メタン、代替フロンなど）」が吸収して大気を暖めている。
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地球温暖化のメカニズム

http://www.jccca.org/chart/img/chart01_01_img01.jpg


出典) EDMC／エネルギー・経済統計要覧2021年版
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より

世界の二酸化炭素排出量（国別割合）
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出典) EDMC/エネルギー・経済統計要覧2021年版
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より
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主要国排出割合と国民一人当たりの比較



二酸化炭素は最も温暖化への影響度が大きい！

温室効果ガス総排出量に占めるガス別内訳

7出典) IPCC第5次評価報告書より作成
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より



二酸化炭素は排出量の多さから

温暖化への影響が大きい！

温室効果ガス別の温暖化への影響度
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100年あたり
1.19℃の割
合で上昇

出典）気象庁「気候変動監視レポート2017」
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より

日 本世 界
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世界及び日本における気温の長期変動



➢ 年平均気温は100年あたり約2℃の割合で上昇し、長期的に統計上有意な上昇傾向が見られる。
➢ 上昇傾向は最高気温に比べて最低気温で大きく、要因の一つとして地球温暖化に加えヒートアイ
ランド現象の影響も考えられる。

➢ 季節ごとの平均気温も四季すべてで長期的に有意な上昇傾向が見られる。

出典：京都地方気象台ＨＰ（https://www.jma-net.go.jp/kyoto/3_know/kikouhendou/doc/kyoto9_1.pdf）
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京都における気温の長期変動
（統計期間：1881-2018年）



最大限の
対策をしたら
平均気温を
安定させられる
可能性が。

現在程度の対策を続けた場合

最大限の対策を行った場合

➢ 人間活動が20世紀半ば以降に観測された温暖化の支配的な
要因であった可能性は極めて高く、その可能性95％以上

➢ 現状のままでは平均気温は0.3～4.8℃上昇

➢ 産業革命前からの気温上昇を２℃未満に抑えるためには、
2050年に2010年比40～70％の温室効果ガス削減が必要

➢ 今世紀後半に排出をほぼゼロに

➢ IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第５次評価報告書（2014年）

IPCC 1.5℃特別報告書（2018）
・影響度 2℃上昇＞1.5℃上昇
・1.5℃上昇までに抑えるには、

2030年までにCO2排出量
45％削減（2010年比）

2050年までにCO2排出量
実質ゼロ
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世界の平均気温の将来予測
※IPCC第5次評価報告書を基に作図

このままだと

約4.8℃
上昇？

（2081～2100年平均）



CO2総排出量 約3兆トンで
気温2℃上昇

温室効果ガス（主に二酸化炭素）を出す量を

「ゼロ」 にしなければ、温暖化を防げない！

すでに約2兆トン出してしまった

このまま出し続けると、
2040年頃に約3兆トンになる
（＝2℃上昇してしまう）

IPCC第5次評価報告書
を基に作成

一刻も早く、出す量を「ゼロ」
にしないと間に合わない！
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どれだけ減らせば温暖化を防げる？



CO2

排出量
CO2

回収量

実質ゼロ

削
減

省エネ

再エネ

＋

森林等によるCO2吸収、
CO2の回収・貯留等

省エネで使用するエネル
ギーを減らし、再エネを増や
すことで化石燃料を抑制

言い換えると、現在の総排出量を省エネ＆再エネで、できる限り削減したとして、
どうしても排出される温室効果ガス排出量が森林吸収量等により相殺（排出量＝回収量）

された結果、排出量がゼロとなることを“実質ゼロ”としている。

＝

CO2などの温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と、
森林等の吸収源による除去量との間の均衡を達成すること
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「温室効果ガス排出量 実質ゼロ」とは？



熱中症・
感染症

平成30年7月
埼玉県熊谷市で観測史上最高の41.1℃を記録
7/16-22の熱中症による救急搬送人員数は過去最多

水稲・果樹

・既に全国で、白未熟粒（デンプン
の蓄積が不十分なため、白く濁っ
て見える米粒）の発生など、高温
により品質が低下。

・果実肥大期の高温・多雨によ
り、果皮と果肉が分離し、品質
が低下。

図 うんしゅうみかんの浮皮
（写真提供：農林水産省）

高温による生育障害や
品質低下が発生

図 ヒトスジシマカ
（写真提供：国立感染症研究所昆虫医科学部）

図 水稲の「白未熟粒」(左)と
「正常粒」(右)の断面
（写真提供：農林水産省）

異常気象・災害
平成30年7月には、

西日本の広い範囲で記録的な豪雨

（出典：気候変動監視レポート2017(気象庁)）

【2018年7月23日の日最高気温】

（出典：気象庁）

図 ニホンライチョウ
（写真提供：環境省）

生態系

サンゴの白化
ニホンライチョウの生

息域減少
図 サンゴの白化

（写真提供：環境省）

短時間強雨の観測回数は増加傾向が明瞭

デング熱の媒介生物
であるヒトスジシマカ
の分布北上

H30年の記録的猛暑及び西日本豪雨の事象は、そ
れぞれ地球温暖化による影響が生じていたことが科学
的に証明された。（気象研究所・東京大学等）

しろみじゅくりゅう
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既に起こりつつある/近い将来起こりうる影響



地球温暖化防止に向けた
国際的な取組の状況
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緩 和
（温室効果ガス排出削減対策）

適 応
（気候変動よる被害防止・軽減対策）

2014（H26） IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第５次評価報告書

• 現状のままでは平均気温は０．３～４．８℃上昇
• 産業革命前からの気温上昇を２℃未満に抑えるには、2050年に▲40～70％（2010年比）必要

• 2100年には、排出をほぼゼロかマイナスに

2015（H27）COP21 パリ協定の採択（概要）
➢ 世界共通の長期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を追求することに言及
➢ 主要排出国を含むすべての国が削減目標を5年ごとに提出・更新
➢ 適応の長期目標の設定
➢ 5年ごとに世界全体の実施状況を確認する仕組み

地球温暖化・気候変動に関する施策の経緯

府地球温暖化対策条例（H18.4 施行）及び府地球温暖化対策推進計画（計画期間：H23-32）

＜条例目標＞
長期目標（2050年度） 1990年度比で▲80％
中期目標（2030年度） 1990年度比で▲40％
当面の目標（2020年度） 1990年度比で▲25％

2015（H27）「気候変動の影響への適応計画」
閣議決定

※個別に農水省や国交省でも適応計画策定

2016（H28）「地球温暖化対策計画」閣議決定

・2030年度に2013年度比で▲26％
・2050年度までに▲80％を目指す
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緩 和
（温室効果ガス排出削減対策）

適 応
（気候変動よる被害防止・軽減対策）

2018 (H30) IPCC 1.5℃特別報告書

• 世界平均気温は産業革命前から既に約1℃上昇
• 現状のままでは2050年までに1.5℃上昇と予測
• 気温上昇を1.5℃未満に抑制するには、30年までにCO２排出
量を約45％削減、50年頃に実質ゼロにする必要

2018（H30） 気候変動適応法施行
➢ 「地域気候変動適応計画」策定、「地域気候変動適応セ
ンター」機能確保等義務づけ

農
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各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく
効果的な適応策の推進

2018（H30）COP24 パリ協定の実施指針を採択
➢ 発展途上国を含む全ての国に共通して適用される実施

指針（運用ルール）を採択

2019（R1） IPCC 『土地関係特別報告書』、『IPCC 海洋・氷雪圏特別報告書』

2019（R1） 国連 気候行動サミット
➢ 国連事務総長から各国に対して削減目標の積上を要請

2019（R1）「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」閣議決定

➢最終到達点としての「脱炭素社会」を掲げ、それを野心的に今世紀後半のできるだけ早期に実現することを目指す
とともに、2050年までに80％の削減に大胆に取り組む

2020（R2） パリ協定 始動

国内自治体（22都道府県を含む158自治体※2020.10.8時点）
2050年までに温室効果ガスor二酸化炭素排出実質ゼロを表明
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府地球温暖化対策条例（R3.4 施行）及び府地球温暖化対策推進計画（計画期間：R3-12）



■ １９９７年 気候変動枠組条約第３回締約国会議（地球温暖化防止京都
会議：COP３）で採択

※先進国の温室効果ガス排出量について、法的拘束力のある数値目標を
各国ごとに設定

■ ２００５年２月１６日 京都議定書が発効

※日本 → ２００８年～２０１２年の間に、

１９９０年比 ６％削減

２月１６日は
「京都地球環境の日」です

京都議定書の採択・発効
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温室効果ガスの排出状況
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出典) 2019年度（令和元年度）の温室効果ガス排出量（確報値）について
環境省ウェブサイト（http://www.env.go.jp/）より

日本の温室効果ガス排出量の推移

（参考）エネルギー起源の二酸化炭素・・・工業プロセス、廃棄物、その他を除いたもので、人為的な
温室効果ガス排出の多くはエネルギー起源であり、我が国における温室効果ガスの約9割を占める。
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■我が国の温室効果ガス削減目標
2030年度に2013年度比で46％削減（気候変動サミットにて菅総理大臣が表明）



国内の部門別温室効果ガス量特性（201９）
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出典)温室効果ガスインベントリオフィス
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より

家庭からの二酸化炭素排出量（2018年度）
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前計画の目標（令和２（2020）年度に平成２（1990）年度比25%削減）に近づいているが、
達成までには、さらなる温室効果ガス削減のための取組を進める必要がある。

◆ 2019年度の京都府の温室効果ガス排出量は、1,255万t-CO2
◆ 2013年度比17.8％減 23

京都府の温室効果ガスの排出量の状況



部門別
2013年度
基準排出量

2019年度
排出状況

2030年度
削減目標

産業部門 ４０１万ｔ ２９６万ｔ ～２７１万ｔ

運輸部門 ２９７万ｔ ２８４万ｔ ～２１７万ｔ

家庭部門 ３８１万ｔ ２６５万ｔ ～２２１万ｔ

業務部門 ３２６万ｔ ２４９万ｔ ～１４９万ｔ

その他 １８９万ｔ ２１４万ｔ ～１５５万ｔ

再エネ
森林吸収量 －６８万t －５３万t －６０～７０万t

合 計 １，５２５万ｔ １，２５５万ｔ ９５５万ｔ以下

京都府の主要部門別二酸化炭素排出量の現状と目標

24※電気の排出係数：１kWhの電気の供給に伴い発生するCO２の量（国内認証排出削減量等を反映）

▲27％



京都府地球温暖化対策条例の概要
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「KYOTO地球環境の殿堂」表彰式での宣言の様子

第11回「KYOTO地球環境の殿堂」表彰式（於：国立京都国際会館、R2.2.11）において、

西脇知事が「2050年までに温室効果ガス排出量の実質ゼロ」を目指し、

脱炭素社会の実現に向け、積極的に取組を進めていくことを宣言
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京都府：2050年温室効果ガス排出実質ゼロ宣言



条例 計画

京都府環境を守り育てる条例
（H7制定）

京都府地球温暖化対策条例
（H17制定／H22改正／R2改正）

再生可能エネルギーの導入等の
促進に関する条例

（H27制定／R2改正）

京都府環境基本計画（R2改定）
【計画期限：2030年度】

京都府地球温暖化対策推進計画
（H18策定／H23改定／R3改定）

【計画期限：2030年度】

再生可能エネルギーの導入等促進プラン
（H27策定／R3改定）
【計画期限：2025年度】

※地球温暖化対策推進法第21条第3項の規定に基づく
「地球温暖 化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）」
気候変動適応法第12条の規定に基づく
「地域気候変動適応計画」

（個別条例）

京都府地球温暖化対策条例で規定する当面の目標数値を定めた2020年度が到来
京都府地球温暖化対策推進計画の計画期間が満了

→ 目標年度、目標数値等に関する条例等を見直し、省エネの取組の加速化、
再エネの導入・利用促進の徹底等を図るため改正
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京都府地球温暖化対策条例・計画等の改正



2050年度 脱炭素で持続可能な社会
「温室効果ガス実質排出量ゼロ」を目指す

現 在

当面の目標

目指す将来像

（数値目標の考え方）
現在の中期目標である、「1990年度比40％削減」
相当の目標水準を維持しつつ、さらなる削減を目指す

（施策の展開方向）
➢ 省エネ取組の加速化
➢ 再エネ導入・利用促進の徹底
➢ 脱フロン化の推進 等

再生可能エネルギーにかかる目標指標を設定

◆府内総電力需要量に対する再エネ発電電力量の割合：25％
◆府内総電力需要量に占める再エネ電力使用量の割合：35％

◆府内温室効果ガス排出量（2018） 1,234万t-CO2
◆府内総電力需要量に占める再エネ発電量の割合（2019） 9.4％
◆府内総電力需要量に占める再エネ使用量の割合（2019） 19.7％

「脱炭素社会に向けた取組を加速化」
2030年度 温室効果ガスの40％以上削減（基準年度：2013年度）

2040年 脱炭素社会に向けた社会の仕組みの構築
※京都府総合計画における20年後（2040年）に実現したい姿

これまでの長期目標

「2050年度までに
▲80％」

28

新たな温室効果ガス削減目標の考え方



府・市町村
事業活動 建築物

緑化

電気機器等

森林

環境学習

再生可能
ｴﾈﾙｷﾞｰ

国際協力

廃棄物

環境物品等

環境産業

自動車交通

◼ 京都府地球温暖化対策条例

15の分野での

地球温暖化対策

２００５年２月１６日の京都議定書の発効
を受けて、２００６年４月１日から施行、
２０２０年１２月に改正

フロン対策

適応策
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努力義務規定

【事業者、府民及び観光旅行者等】

✓ 事業活動、日常生活又は滞
在中の活動に関し、公共交通
機関又は自転車の利用等によ
り、自動車等の使用の抑制に
努める

【自動車等を使用又は所有する者】

✓ 自動車等の適正な整備及び
運転（以下「エコドライブ」とい
う。）に努める

義務規定

【自動車等を運転する者】

✓ 自動車等を駐車又は停車す
る時は、アイドリング・ストップ(原
動機の停止)を行う
※信号・交通混雑による停止等を除く

【事業者・駐車場の設置者等】

✓管理する自動車等を運転する
者に対し、アイドリング・ストップを
行うよう指導等の措置を実施

✓駐車場(500㎡以上)の設置者
等は、アイドリング・ストップを行う
旨の看板を設置するなど周知

30

京都府地球温暖化対策条例の規定
（自動車交通関係：第３３条～第３９条）



31

• 自動車の環境情報の説明義務

• エコカーマイスターの選任義務（前年度の新車
販売台数が１００台以上の事業者のみ）

○ 電気自動車等その他の温室効果ガスを排出

しない又は温室効果ガスの排出量が少ない

自動車等の購入、使用、提供に努める

○ アイドリングストップの実施

• 運転者・・・遵守の義務

• 大規模駐車場（５００㎡以上）の設置者・管
理者・・・周知の義務

• 事業者・・・運転者への指導の義務

京都府地球温暖化対策条例における対策
（自動車交通関係）

＜周知ポスター＞

自動車販売事業者

府民・事業者など

※ 信号待ち、渋滞の場合、人が乗り降りする場合等を除く
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○ 規則で定める台数以上の自動車等を管理する事業者は、規

則で定めるところにより、その管理する自動車等を運転する者が

エコドライブを行うことを推進する者を選任し、その氏名その他必

要な事項を知事に届け出なければならない。（義務規定）

京都府地球温暖化対策条例の規定

第３９条（エコドライブを推進する者の選任等）

★エコドライブマイスターの設置が必要な事業者

＜条例規則第４４条関係＞

50台以上の車両を管理する事業者

（事業所単位ではなく、府内の事業所を合計した台数）



講習会受講

選任届出書を提出

エコドライブマイスター制度
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講習会で実施する確認
テストで一定以上の成
績の方に修了証を発行

【必要な書類】

・エコドライブマイスター選任届出
書（様式あり）
・選任する方全員の修了証の写し
【提出先】
京都府府民環境部地球温暖化対策課

◆ 選任届出書様式のダウンロードはこちら

https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/ecomeister.html

◆ 新規選任のほか、専任担当者変更、解任の際にも届出が必要
※ 事業者単位での選任が条例上義務付けられていますが、事業所ごと
の選任を推奨します。

「京都府 エコマイスター」で検索



ご静聴ありがとう
ございました
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